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コロナ禍における自殺の動向に関する分析（緊急レポート） 

厚生労働大臣指定法人 いのち支える自殺対策推進センター 

Japan Suicide Countermeasures Promotion Center (JSCP) 

 

警察庁の自殺統計によれば、我が国の自殺者数は本年 1 月から 6 月までは対前年比で減少し、7 月以降

は増加している（図 1）。この間、政府は 4 月 7 日に新型インフルエンザ特別措置法に基づく「緊急事態宣言」を

行うなど、新型コロナウイルス感染症の拡大を防ぐための対策を推し進め、あわせて、雇用の維持や事業の継

続、生活の下支えを目的とした「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策」や「生活不安に対応するた

めの緊急措置」を講じてきた。 

こうした状況の中、なぜ本年の自殺者数は 6 月までは減少し、7 月以降に増加したのか。当センターは、統

計数理研究所の椿広計名誉教授の協力を得て、コロナ禍における自殺の動向について統計的な分析を行っ

ており、現時点で分かってきたことについて今回、中間報告として本レポートをまとめた。（最終報告は、本年の

自殺者数の確定値が公表される来年 3 月を予定している。） 

 

【主なポイント】 

1．本年の自殺の動向は、例年とは明らかに異なっている。 

2．本年 4 月から 6 月の自殺者数は、例年よりも減少している。 

3．様々な年代において、女性の自殺は増加傾向にある。 

4．自殺報道の影響と考えられる自殺の増加がみられる。 

5．本年 8 月に、女子高校生の自殺者数が増加している。 

6．自殺者数は、依然として女性よりも男性が多い。 

7．政府の各種支援策が自殺の増加を抑制している可能性がある。 

 

 

 

【本報告書に関する留意点】 

1）コロナ禍における自殺の動向を精緻に分析するために必要なデータが揃っておらず＊1、現時点における分析は

不十分なものとならざるを得ない。また分析を進めるほどに、時間をかけて詳細な分析を行う必要性に直面している

ところだが、現時点で分かったことだけでも早めに公表すべきと判断し、今回、中間的な報告を行うことにした。 

2）自殺統計の分析を補うために、自殺に関する電話や SNS の相談に寄せられた相談内容に関する考察も行った。 

3）今回の分析において、自殺に関する報道は自殺を増加させる懸念があることが明らかとなっている。本報告書に

関する報道をしていただく際は、『WHO 自殺報道ガイドライン』において「やるべきこと」のひとつとされている「自殺と

自殺対策についての正しい情報を、自殺についての迷信を拡散しないようにしながら、人々への啓発を行うこと」を

踏まえた内容にしていただくようお願いしたい。 

 

＊1 今回の分析に使用している本年 1 月から 8 月までの警察庁「自殺統計」は、「暫定値」であって「確定値」ではない。例えば昨年 10 月の暫定

値は「1427 人」で確定値は「1539 人」、11 月の暫定値は「1505 人」で確定値は「1616 人」、12 月の暫定値は「1420 人」で確定値は「1494 人」と、暫

定値と確定値の間には「74～112 人（5.2～7.8％）」の差がみられる。また、暫定値においては、年齢や職業、原因・動機等において確定値よりも

「不詳」が多くみられる。 
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厚生労働省「自殺の統計：最新の状況」における速報値（10 月 12 日公表） 

1． 分析に使用したデータ 

① 警察庁「自殺統計」 

・2009 年～2019 年の確定値（日次）、2020 年 1 月～8 月の暫定値（日次）、同年 9 月の速報値（月次） 

② 雇用や生活を支えるための政策に関するデータ 

・緊急小口資金（特別貸付）の申請、決定件数 全国（申請件数）：2020 年 3 月 25 日～9 月 26 日までの週次データ、都道府県別（決定

件数）：同年 3 月 25 日～10 月 3 日までの週次データ 

・総合支援資金（特別貸付）の申請、決定件数 全国（申請件数）：2020 年 3 月 25 日～9 月 26 日までの週次データ、都道府県別（決定

件数）：同年 3 月 25 日～10 月 3 日までの週次データ 

・住居確保給付金の申請、決定件数、支給済額 都道府県別：2020 年 4 月～8 月の月次データ 

・雇用調整助成金の申請、申請決定件数 2020 年 5 月 4 日までの累計 都道府県別：同年 5 月 4 日～10 月 1 日までの日次データ（今

回の中間報告では触れていないが、最終報告では当該データも含めた結果を公表する予定） 

・持続化給付金の申請、給付件数、給付金額 全国：2020 年 5 月 11 日～8 月 30 日までの週次データ 

・生活保護の被保護世帯数（総数、現に保護を受けたもの、保護停止中のもの） 都道府県別：2020 年 4 月～7 月までの月次データ 

③ SNS やネット検索に関するデータ 

・ツイッターのつぶやき（2018 年 8 月１日～2020 年 8 月 17 日の日次データ）、Google Trends（2020 年 3 月１日～5 月 17 日）の検索数 

④ 自殺に関する相談として寄せられた声（2020 年 3 月以降） 

・よりそいホットライン「自殺防止ライン」、自殺対策 SNS 相談「生きづらびっと」 

 

2． 自殺に関する基礎知識（「自殺総合対策大綱」からの抜粋） 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死である。自殺の背景には、精神保健上の問題だけでなく、過労、

生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などの様々な社会的要因があることが知られている。 

自殺は、人が自ら命を絶つ瞬間的な行為としてだけでなく、人が命を絶たざるを得ない状況に追い込まれ

るプロセスとして捉える必要がある。 

個人においても社会においても、「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」より「生きることの阻

害要因（自殺のリスク要因）」が上回ったときに自殺リスクが高くなる。裏を返せば、「生きることの阻害要因」

となる失業や多重債務、生活苦等を同じように抱えていても、全ての人や社会の自殺リスクが同様に高まる

わけではない。 

図 1 警察庁の自殺統計原票に基づく自殺者数の推移（総数） 
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3． 分析における主なポイント 

 

1．本年の自殺の動向は、例年とは明らかに異なっている。 

自殺者数の長期トレンド（2014 年以降）を、統計的な方法で、7 日間の移動平均をとるようにして分析したと

ころ、長らく減少を続けていた自殺者数が 2020 年に入ったあたりから上昇に転じていた（図 2）。男女別では、

女性の自殺者数の上昇が顕著であった（図 4）。なお、横軸の数値は「1」が 2014 年 1 月 1 日で、それを含めた

日数を表している。最後は「2341」で 2020 年 8 月 31 日。 

 

 
 

 

 

 

図 2 自殺者数の長期トレンド（総数） 

図 3 自殺者数の長期トレンド（男性） 

図 4 自殺者数の長期トレンド（女性） 

（日数） 

（日数） 

（日数） 
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2015～2019 年の回帰モデルに基づく予測値と実測値との差（2020 年の自殺者数の予測値が「0」で、マイナ

スは予測値よりも自殺が少ないことを、プラスは予測値よりも自殺が多いことを表している。4 月から 5 月まで

は予測値を下回る傾向にあり、7 月中旬以降は逆に予測値を上回る傾向にあることが分かる。（暫定値のた

め、特に 8 月末の値は不確実である可能性がある。） 
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図 5 2015～2019 年の回帰モデルに基づく予測値と実際値との差（総数） 

図 6 2015～2019 年の回帰モデルに基づく予測値と実際値との差（男性） 

図 7 2015～2019 年の回帰モデルに基づく予測値と実際値との差（女性） 
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2．本年 4 月から 6 月の自殺者数は、例年よりも減少している。 

警察庁の自殺統計によれば、本年の月別自殺者数は 6 月までは前年比でいずれの月も減少しており、とり

わけ 4 月と 5 月の自殺者数は、それぞれ対前年比で 17.7％と 15．3％と大幅に減少している。 

 

 

 
厚生労働省「自殺の統計：最新の状況」における速報値（10 月 12 日公表） 

 

 

2015～2019 年の回帰モデルに基づく予測値と実測値との差をみても、4 月に入ってからはほとんどの日に

おいて「0（2020 年の自殺者数の予測値）」を下回っている。 
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図 8 警察庁の自殺統計に基づく自殺者数の推移（月別） 

図 9 2015～2019 年の回帰モデルに基づく予測値と実際値との差（総数） 
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社会的危機の最中あるいは直後には人々の死への恐怖や社会的連帯感・帰属感の高まりにより、自殺者

数は減少することが多くの研究で報告されており、本年 4 月から 6 月にかけても、同様のことが起きた可能性

がある。Google Trends で調べた「コロナ」という用語の検索数は、東京都の小池都知事による「ロックダウン発

言（3 月 23 日）」前後から増加し始めて、3 月 30 日に著名コメディアンが新型コロナウイルス感染症により急逝

したことが報道された直後（実際に亡くなったのは 3 月 29 日）にピークを迎えている。自殺者数（日次）は、そう

した中で減少している。 

  

ツイッターのつぶやきに関する分析においても、「コロナ」と「仕事を失う恐れ」「収入減少」「生活苦」に関する

ツイートは 2 月下旬に増え始めたが、4 月上旬以降は漸減していた。具体的には、「WHO が世界的に緊急事

態を宣言した 1 月 30 日」と「安倍総理（当時）が全国臨時休校の要請を行った 2 月 27 日」に増加し、やはり

「著名コメディアンが新型コロナウイルスにより急逝したことが報道された 3 月 30 日」に急増していた。 

一方、図 11 が示すように、4 月以降、「緊急小口資金」と「総合支援資金」の貸付件数は増加しており、加え

て「特別定額給付金」の社会的アナウンス効果が生活不安を緩和させた可能性も恐らくあって、そうした資金の

貸付件数とツイートの件数には負の相関関係がみられる。このことから、政府が打ち出した各種支援策によ

り、生活等への不安が、少なくとも一時的には、ある程度払拭された可能性がある。 
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図 10 自殺者数と「コロナ」の検索数の時系列 

図 11 「仕事を失う恐れ」「生活苦」等のツイート件数と、「緊急小口資金」「総合支援資金」の貸付件数 
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これらのことから、新型コロナウイルス感染症による死への恐怖によって人々が自身の命を守ろうとする意

識が高まり、同時に、自身の命や暮らしを守るための具体的な施策にアクセスできるようになったことにより、4

月から 6 月にかけては例年よりも自殺者数が減少した可能性がある。 

なお、これは自殺に関する相談として寄せられた声に関する考察だが、3 月下旬頃から、自殺念慮を抱えた

人たちから「今までは、生きるのが大変なのは自分だけだと思っていたが、社会全体が自分と同じような状況に

なってホッとした」「みんなが自分と同じようなつらい経験をしているのをみて、気持ちが楽になった」といった声

が聞かれるようになった。自殺のリスクを抱えた人たちが、そうした思いになったことで、この期間中には自殺

行動に至らなかった可能性（その結果として自殺者数が減少した可能性）も考えられる。 

 

3．様々な年代において、女性の自殺は増加傾向にある。 

すでにメディア等でも報道されているとおり、7 月以降は特に女性の自殺の増加が目立つ。図 12 から、男女

全体の自殺死亡率（人口 10 万人あたりの自殺者数）を、「20 歳未満」「20～39 歳」「40～59 歳」「60 歳以上」の

すべての年齢階級における女性の自殺が押し上げていることが分かる。（「0」が 2019 年の自殺死亡率で、棒

グラフがプラス方向に伸びているものが 2020 年の各月（年率換算）において自殺死亡率を上昇させる方向に

寄与しているもの。マイナス方向に伸びているものはその逆に自殺死亡率を低下させる方向に寄与しているも

のになっている。） 

 

 

 
 

また、さらに細かく、「性別×同居人の有無」と「性別×職の有無（有職か無職か）」について分析したところ、

7 月において「同居人がいる女性」は男女全体の自殺死亡率を 0．7 上昇させ、「無職の女性」は 0．6 上昇させ

ていることが分かった。8 月においては「同居人の有無」や「職の有無」が「不詳」となっている部分が多いが、そ

れでも 7 月同様に、「同居人がいる女性」と「無職の女性」が、男女全体の自殺死亡率を上昇させている。 

自殺に関する相談として、配偶者と暮らす女性から「コロナでパートの仕事がなくなり、夫からは怠けるなと

毎日怒鳴られる。こんな生活がずっと続くなら、もう消えてしまいたい」といった相談や、シングルマザーの母親

から「子どもが発達障害で子育てがとても大変なのに、ステイホームでママ友とも会えず、実家にも帰れない。

子どもの検診もなくなって、ひとりでどうやって子育てをしていけばいいのか分からない。死んで楽になりたい」

といったような相談が多く寄せられている。 

図 12 2019 年と 2020 年各月の自殺死亡率差における年齢階級別寄与度 
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女性の自殺の背景には、経済生活問題や勤務問題、DV（ドメスティックバイオレンス）被害や育児の悩み、

介護疲れや精神疾患など、様々な問題が潜んでいる。コロナ禍において、そうした、自殺の要因になりかねな

い問題が深刻化しており、これらが女性の自殺者数の増加に影響を与えている可能性がある。 

例えば、図 15 が示す通り、非正規雇用の職員・従業員の減少は女性において著しく、コロナ禍で仕事を失っ

た女性が非常に多いことが分かっている。 

 

 

 

また、内閣府によれば、政府や自治体の相談窓口に寄せられた DV の相談件数の合計は、本年 5 月と 6 月

において前年同月比でそれぞれ約 1.6 倍に増えたことが分かっているという。 

さらに、筑波大学の研究者の調査で、出産後の母親の「産後うつ」が新型コロナウイルス感染症の影響で、

以前の 2 倍以上に増えているとの報告があるなど、コロナ禍で、人と接する機会や場が少なくなり、経済的にも

不安定な生活を強いられる女性が増えている中で、今後女性の自殺リスクがさらに高まっていくことが懸念さ

れる。 
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図 13 2019 年と 2020 年各月の自殺死亡率差における 

「性別・職の有無別」寄与度 

図 14 2019 年と 2020 年各月の自殺死亡率差における 

「性別・同居人の有無別」寄与度 

図 15 非正規雇用の職員・従業員数の減少（男女別） 
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4．自殺報道の影響と考えられる自殺の増加がみられる。 

自殺者数が増加した 7 月について、日別の自殺者数を分析したところ、17 日までは前年同期間と比較して

少なかったが、若手有名俳優の自殺報道があった 18 日以降の 1 週間において有意に多かった。2015～2019

年の回帰モデルに基づく予測値と実測値との差（2020 年の自殺者数の予測値が「0」）をみても、7 月 19 日か

ら自殺者数が増加していることが明らかである。 

 

 

 

また、7 月 18 日から 24 日までを前年同期間と比較したところ、以下のことが明らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

-4
0

-2
0

0
20

40

自
殺
者
数
の
予
測
値
と
の
差
（
人
）

6/28 7/5 7/12 7/19 7/26 8/2 8/9 8/16 8/23 8/30

2019年 2020年 増減数（人） 増減率（％） 寄与度（％） 寄与率（％） p値 コメント
《男女計（総数）》 384 457 73 19.0 19.0 100.0 0.013 総数 で有意に多かった（増減数 73 人、増減率 19.0 %）。

10代 4 20 16 400.0 4.2 21.9 0.002 有意に多かった（増減数 16 人、増減率 400.0 %）。
20代 41 68 27 65.9 7.0 37.0 0.012 有意に多かった（増減数 27 人、増減率 65.9 %）。
30代 46 63 17 37.0 4.4 23.3 0.125
70代 54 70 16 29.6 4.2 21.9 0.178
80代 39 50 11 28.2 2.9 15.1 0.289

職業：被雇用者・勤め人 135 147 12 8.9 3.1 16.4 0.513
職業：学生・生徒等 12 19 7 58.3 1.8 9.6 0.281

《男性》
10代 2 12 10 500.0 2.6 13.7 0.013 有意に多かった（増減数 10 人、増減率 500.0 %）。
20代 26 46 20 76.9 5.2 27.4 0.024 有意に多かった（増減数 20 人、増減率 76.9 %）。
80代 22 35 13 59.1 3.4 17.8 0.111

職業：学生・生徒等 7 13 6 85.7 1.6 8.2 0.263
職業：飲食店店員 0 4 4 Inf 1.0 5.5 0.125

職業：食品・衣料品製造工 0 4 4 Inf 1.0 5.5 0.125
職業：高校生 2 6 4 200.0 1.0 5.5 0.289

職業：学生・生徒等 7 13 6 85.7 1.6 8.2 0.263

《女性（総数）》 127 175 48 37.8 12.5 65.8 0.007 有意に多かった（増減数 48 人、増減率 37.8 %）。
10代 2 8 6 300.0 1.6 8.2 0.109
20代 15 22 7 46.7 1.8 9.6 0.324
30代 12 28 16 133.3 4.2 21.9 0.017 有意に多かった（増減数 16 人、増減率 133.3 %）。
50代 21 30 9 42.9 2.3 12.3 0.262
70代 19 30 11 57.9 2.9 15.1 0.152

職業：被雇用者・勤め人 22 41 19 86.4 4.9 26.0 0.023 有意に多かった（増減数 19 人、増減率 86.4 %）。
職業：事務員 5 9 4 80.0 1.0 5.5 0.424
職業：主婦 19 27 8 42.1 2.1 11.0 0.302

職業：年金・雇用保険等生活者 42 52 10 23.8 2.6 13.7 0.353
職業：サービス業従事者 2 9 7 350.0 1.8 9.6 0.065

有職者 & 同居人あり 15 31 16 106.7 4.2 21.9 0.026 有意に多かった（増減数 16 人、増減率 106.7 %）。
手段：首つり 84 109 25 29.8 6.5 34.2 0.084

原因・動機：家庭問題 9 30 21 233.3 5.5 28.8 0.001 有意に多かった（増減数 21 人、増減率 233.3 %）。
原因・動機：勤務問題 3 11 8 266.7 2.1 11.0 0.057

図 17 2019 年と 2020 年における「7 月 18 日から 24 日まで」の自殺者数 

図 16 2015～2019 年の回帰モデルに基づく予測値と実際値との差（総数） 
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本年 7 月 18 日の前後一週間を比較したところ、以下のことが明らかとなった。 

 

 

本年 7 月 18 日以降は、前年同期間との比較においても、前後一週間の比較においても、いずれも自殺者

数の総数が有意に多く、男性の 20 代や女性の 30 代、女性の首つり（自殺の手段）も有意に多かった。また両

者揃って統計的に有意とはならなかったが、10 代の男女や学生・生徒等においても増加がみられた。 

こうしたことから、本年 7 月の自殺者数が増加したのは「若手有名俳優の自殺報道（若手有名俳優の自殺そ

れ自体というよりも、それに関する報道）」が大きく影響している可能性が高い。なお、自殺報道の影響によって

自殺が増える現象は「ウェルテル効果」と呼ばれ、国内外で過去にも同様のことが起きている。 

これは自殺に関する相談として寄せられた声に関する考察だが、有名人の自殺報道の後は「自殺報道で心

が揺れて怖い。自分も自殺してしまいそう」「ニュースを見て、死にたい気持ちが呼び起こされてしまった」といっ

た相談が増える。もともと、もしくはコロナ禍で、不安を抱えていた人たちがより強く影響を受けているようだ。 

ただし、7 月の後半以降も自殺の増加は続いており、自殺報道の影響以外の要因も考慮する必要がある。 

 

5．本年 8 月に、女子高校生の自殺者数が増加している。 

本年 8 月の高校生の自殺者数は 42 人で、過去 5 年間で最も多かった。男女別にみると、女子高生の自殺

者数は 22 人で、2016、2018、2019 年より統計学的に有意に多かった。 

 

 

7/11～7/17 7/18～7/24 増減数（人） 増減率（％） 寄与度（％） 寄与率（％） p値 コメント
《男女計（総数）》 364 457 93 25.5 有意に多かった（増減数 93 人、増減率 25.5 %）。

職業：被雇用者・勤め人 124 147 23 18.5
職業：学生・生徒等 6 19 13 216.7 有意に多かった（増減数 13 人、増減率 216.7 %）。

職業：無職者 206 237 31 15.0

《男性》
10代 5 12 7 140.0 1.9 7.5 0.143
20代 25 46 21 84.0 5.8 22.6 0.017 有意に多かった（増減数 21 人、増減率 84.0 %）。
30代 24 35 11 45.8 3.0 11.8 0.193
80代 19 35 16 84.2 4.4 17.2 0.040 有意に多かった（増減数 16 人、増減率 84.2 %）。

職業：学生・生徒等 3 13 10 333.3 2.7 10.8 0.021 有意に多かった（増減数 10 人、増減率 333.3 %）。
職業：サービス業従事者 4 10 6 150.0 1.6 6.5 0.180

職業：学生・生徒等 3 13 10 333.3 2.7 10.8 0.021 有意に多かった（増減数 10 人、増減率 333.3 %）。
学生・生徒等 & 同居人あり 2 11 9 450.0 2.5 9.7 0.022 有意に多かった（増減数 9 人、増減率 450.0 %）。
原因・動機：夫婦関係の不和 4 12 8 200.0 2.2 8.6 0.077

原因・動機：事業不振 2 5 3 150.0 0.8 3.2 0.453
原因・動機：生活苦 4 10 6 150.0 1.6 6.5 0.180

原因・動機：仕事の失敗 2 7 5 250.0 1.4 5.4 0.180

《女性》
10代 4 8 4 100.0 1.1 4.3 0.388
20代 8 22 14 175.0 3.8 15.1 0.016 有意に多かった（増減数 14 人、増減率 175.0 %）。
30代 14 28 14 100.0 3.8 15.1 0.044 有意に多かった（増減数 14 人、増減率 100.0 %）。
40代 14 18 4 28.6 1.1 4.3 0.597

職業：被雇用者・勤め人 19 41 22 115.8 6.0 23.7 0.006 有意に多かった（増減数 22 人、増減率 115.8 %）。
同居人あり 82 119 37 45.1 10.2 39.8 0.011 有意に多かった（増減数 37 人、増減率 45.1 %）。

有職者 & 同居人あり 14 31 17 121.4 4.7 18.3 0.016 有意に多かった（増減数 17 人、増減率 121.4 %）。
有職者 & 同居人なし 4 9 5 125.0 1.4 5.4 0.267

原因・動機：夫婦関係の不和 3 8 5 166.7 1.4 5.4 0.227
原因・動機：その他家族関係の不和 2 5 3 150.0 0.8 3.2 0.453

原因・動機：健康問題 69 88 19 27.5 5.2 20.4 0.151
原因・動機：経済・生活問題 2 8 6 300.0 1.6 6.5 0.109

原因・動機：勤務問題 5 11 6 120.0 1.6 6.5 0.210
手段：首つり 70 109 39 55.7 10.7 41.9 0.004 有意に多かった（増減数 39 人、増減率 55.7 %）。

総数
2020年8月
との比較*

男性
2020年8月
との比較*

女性
2020年8月
との比較*

2015年 15 P<0.01 7 P=0.10 8 P=0.08
2016年 11 P<0.001 5 P=0.02 6 P=0.02
2017年 19 P=0.02 10 P=0.49 9 P=0.15
2018年 18 P=0.01 15 P=1.00 3 P<0.001
2019年 19 P=0.02 16 P=1.00 3 P<0.001
2020年 42 ― 20 ― 22 ―
*二項検定（ボンフェローニ補正済）

8月の高校生の自殺者数

図 18 本年 7 月 18 日の前後一週間における自殺者数の比較 

図 19 8 月の高校生の自殺者数に関する比較 
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 また、統計学的に有意ではなかったものの中学生の自殺者数も、実数では増えている。 

 

 

  

 

これも自殺に関する相談として寄せられた声に関する考察だが、自殺対策 SNS 相談「生きづらびっと」に

は、女子中高生から「休校明けでクラスが変わりなじめなくてつらい」「母親がずっと家にいてイライラしており、

自分がストレスのはけ口にされている」「オンライン授業についていけず、高校を辞めたい」といった相談が日々

寄せられており、コロナ禍で多くの児童生徒が様々な問題を抱え込んでいる可能性があるとみられる。 

 

6．自殺者数は、依然として女性よりも男性が多い。 

本年 7 月以降、女性の自殺者数の増加率が高いことから女性の自殺に注目が集まりがちだが、自殺者数

の実数は、依然として男性が女性よりも多いことに留意する必要がある。本年 8 月までの自殺者数（暫定値

計）の 68％は男性であり、全体の 3 割超を 40～60 代の中高年男性が占めている。 

 

 

総数
2020年8月
との比較*

男性
2020年8月
との比較*

女性
2020年8月
との比較*

2015年 12 P=1.00 7 P=1.00 5 P=1.00
2016年 10 P=1.00 4 P=1.00 6 P=1.00
2017年 10 P=1.00 5 P=1.00 5 P=1.00
2018年 14 P=1.00 9 P=1.00 5 P=1.00
2019年 9 P=1.00 7 P=1.00 2 P=1.00
2020年 16 ― 8 ― 8 ―
*二項検定（ボンフェローニ補正済）

8月の中学生の自殺者数

総数
2020年8月
との比較*

男性
2020年8月
との比較*

女性
2020年8月
との比較*

2015年 27 P<0.01 14 P=0.22 13 P=0.07
2016年 21 P<0.001 9 P=0.01 12 P=0.04
2017年 29 P=0.01 15 P=0.33 14 P=0.11
2018年 32 P=0.04 24 P=1.00 8 P<0.01
2019年 28 P<0.01 23 P=1.00 5 P<0.001
2020年 58 ― 28 ― 30 ―
*二項検定（ボンフェローニ補正済）

8月の中高生の自殺者数

図 20 8 月の中校生の自殺者数に関する比較 

図 21 8 月の中高生の自殺者数に関する比較 

図 22 性別×年代別の自殺者数（2020 年 1 月～8 月・暫定値計） 
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7．政府の各種支援策が自殺の増加を抑制している可能性がある。 

4 月から 8 月までの自殺者数に対する緊急小口資金件数、総合支援資金の政策効果を統計的に検討した

ところ、それらの支援資金申請件数の女性自殺者抑制効果は 5％有意（P 値=0.034）であり、政策の有効性が

示唆された。 

支援資金申請件数は 4 月 1 日頃（1 日 2020 件）に比べて 8 月末時点で概ね 10 倍に増加しているが、仮に

8 月末においても 4 月上旬の支援資金申請件数が続いていたとした場合に比した日別自殺者数は、図 23 に

示すように、女性では確からしい推定（最尤推定）としては 35％の削減となる。ただし、その 95%信頼区間は 2%

削減から 57%削減と推定される。つまり、有意性は示されたものの、効果の 95%信頼区間幅はかなり大きい。 

男女総数では推定削減率は 37％であるが、信頼区間は 7％の増加から 63％の削減となり、有意な削減と

はなっていない。同様に、男性では推定削減率は 38％であるが，信頼区間は 12％の増加から 66％の削減で

ある。 

なお、具体的な検討方法は次の通り。4 月 1 日から 8 月末までの日別自殺者数に対する緊急小口資金件

数、総合支援資金の政策効果を検討するために、緊急小口資金と総合支援資金をパッケージと捉え、緊急小

口資金が 1 回、総合支援資金が 3 か月×2 回の貸し付けであることを踏まえ、まず、緊急小口資金申請件数・

総合支援資金申請件数・30 日・60 日・90 日・120 日前の総合支援資金申請件数の日次データ（週次データを

日別に按分）を総和した支援資金申請件数の日次データを作成した。更に、この日次データを平滑化（7 日間

移動平均のような操作：厳密にはスプライン関数による平滑化処理）した平滑化支援資金件数に加工した。こ

れから、日別自殺者数予測モデルを、自殺者の 4 月から 8 月までの平均的な増減傾向(4 か月間トレンド)、1

週間の周期的な傾向（周期トレンド）、土日以外の休日の効果、有名人の自殺報道があった日(5 月 23 日、7

月 18 日)から 1 週間の特異的自殺増加の効果と平滑化支援資金申請件数を用いて当てはめた。日別自殺者

数予測モデルは以下を参照。 

 

 

 

 

 

 

図 23 4 月からの支援資金申請件数の推移で予想される自殺減少効果(赤上限，黒推定，青下限) 

▼日別自殺者数の予測値＝時間トレンド（芸能人自殺による異常変動も含む）×支援資金申請件数-0.20±0,.23 

▼日別男性自殺者数の予測値＝男性時間トレンド（芸能人自殺による異常変動も含む）×支援資金申請件数-0.21±0.26 

▼日別女性自殺者数の予測値＝女性時間トレンド（芸能人自殺による異常変動も含む）×支援資金申請件数-0.19±0,.18 
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これに加えて、その他の生活や雇用に関する政策に関しても、自殺者数の増減に与えている影響の可能性

について分析を行った。 

その結果、女性の有職者に対しては「緊急小口資金」、男性の無職者には「住居確保給付金」が、また女性

の無職者には「総合支援資金」が、5 月から 8 月まで一貫して「自殺の増加を抑制している可能性」がみられた

（図 27 で、マイナスになっているもの）。他にも、5 月から 8 月まで一貫してはいないものの、男性の有職者に

は「住居確保給付金」「緊急小口資金」「総合支援資金」が、女性の有職者には「総合支援資金」が、女性の無

職者には「緊急小口資金」が、それぞれ「自殺の増加を抑制している可能性」が示唆された。 

ただし、今回分析に用いている各政策に関するデータは「月次×都道府県別」であり、警察「自殺統計」の粒

度（「日次×都道府県別」）に比べると非常に粗いものになっており、十分な分析ができているとは言い難い。 

 

図24 様々な支援策の利用件数（人口1 人当たり）の有職者男性・女性、無職者男性・女性の都道府県自殺率（2020 年5 月～8 月）への影響 

 

 

政策無し自殺率：仮に全ての政策の利用者が０であった場合の自殺率の推定値（区間推定はそれなりの幅となることに注意） 

住居確保率：各自治体の住居確保給付金の決定件数を月次データに変換し、月次住居確保件数を自治体の人口で割ったもの 

小口件数率：各自治体の緊急小口資金の決定件数を月次データに変換し、月次小口件数を自治体の人口で割ったもの 

総合支援率：各自治体の総合支援資金の決定件数を月次データに変換し、月次総合支援件数を自治体の人口で割ったもの 

雇用調整助成金率：各自治体の雇用調整助成金の申請決定件数を月次データに変換し、月次雇用調整助成金件数を自治体の人口で割ったもの 

生活保護（１月前）率：各自治体の生活保護件数（現に保護を受けたもの）を月次データに変換し、月次生活保護件数を自治体の人口で割ったもの 

***：0.1%水準  **：１％水準 *：５％水準 .：10％水準 
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注意 1）統計的有意水準については、女性有職者の小口件数率を除き、政策と月の交互作用が有意であることを示す。 

注意 2）2020 年 5 月以降の都道府県自殺率、自殺変化率に影響を与えている要因として、都道府県（地域差）、時間変動（月ごとに自殺率が定数

変化：少し強すぎるかもしれない想定）と政策効果が月ごとに定数変化するといったことを考慮にいれた。これら考慮に入れた要因変数に対して

変数選択規準（赤池情報量規準）に基づいて、モデルに組み込む変数を選択し、自殺率などの変化にあまり大きく寄与していない変数の効果を 0

として表示している。 

 

 

4． 参考資料 

 

図 11 のツイートにおけるキーワードの設定について 

図 11 においては、コロナ×仕事を失う恐れ／収入減少／生活苦を含むツイートの件数が示されている。 

下記は、コロナ、仕事を失う恐れ、収入減少、生活苦、不安に関するキーワード群（抜粋）となる。あるツイ

ートにおいて、キーワード群のうち、いずれかの語を含む場合に、当該ツイートが集計対象となる。 

 
 

 

 

コロナ 仕事を失う恐れ 収入減少 生活苦 不安
covid19 失業 減額 窮乏 憂い
COVID19 失職 減給 金欠 物憂い
Covid19 退職 減収 破産 怖い
covid-19 離職 減棒 貧困 不安
COVID-19 解雇 収入減 貧乏 怪しい
Covid-19 無職 所得減 経済苦 苦しい
コロナ プー太郎 給与がない じり貧 心細い
コロナウイルス クビになる 給料がない 一文無し 寂しい
コロナウイルス感染症 プー太郎になる 収入がない スッカラカン 切ない
コロナ禍 プーになる 所得がない 食いっぱぐれ 重苦しい
新型コロナ 無職になっ 給与が減っ ワーキングプア おろおろ
新型コロナウイルス感染症 職を失い 給料が減っ ワープア 胡散臭い
新型コロナ感染症 職を失う 収入が減っ 家計が火の車 狼狽える
新コロ 職を失っ 所得が減っ カツカツの暮らし 恐ろしい
新コロナ 職を失くす 給与が出ない 金が無い おっかない
新コロナウイルス 仕事を失い 給料が出ない 金が厳しい 気味悪い
新コロナウイルス感染症 会社を辞める 給与がでない 金が苦しい 気味わるい
新コロナ感染症 仕事がない 給料がでない 金が足りない 緊張する




